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1.ま えがき
鮮魚貝流通の姿 はさまざまな視点か ら分析できる。最 も普通行 なわれ るのは用途別取引で加工原料 向,餌 料
向,活 鮮魚向(主 として惣菜 用)で 最近 は養殖種苗 なども加 わ って きた。加工原料 も漁家の一貫加工 を中心 と
した低次加工,缶 詰,煉 製品,冷 凍食品な どの専門的な企 業を中心 に行なわれる高次加工に分れ る。 この よう
な用途別流通量の変動 は,例 えば缶詰,ス リ身などにみ られるよ うに技術開発を前提 とす るものもあるが,こ
の論文の対象 とした沿岸物の場合 は,主 として鮮度 と腐敗性 か らくる魚価の調節的役割 をもっていた漁家 によ
る自家加工が重要で あ った。長崎ではスル メ,煮 干加工な どがそ の代表例であ る。然 し最近では国民食生活の
変 化や化学調味料の普及 によっていわゆる大漁貧乏的魚価暴落 の調節弁 としての 自家加工 とい うよ りも,ス ル
価格 の上昇や,輸 送 コス トか ら少 量漁獲の場合の加工 向とい う性格が加わ ってい ることに注意 しなければな ら
メ,煮 干 ない。ただ鮮魚貝の場 合は魚価 との関連をもちなが らも,そ の性質 によ る用途,仕 向があ り,例 えば
カ ツオ,イ カ,イ ワシなどの活魚販売 は価格関係 とい うよりも魚類 の生理か ら不適で あるし,カ タクチイワシ
は惣菜 用よりは調味用としての利用価値が高い。 このような国民 の食習慣,需 給関係,魚 の性質が複合 して用
途別取 引量が決定 され ることは,一 般 の工業製品 と全 く異な る流通形態 もたらす し,ま た食品のなかでも鮮度
性 商品 という点で類 似性を もつ青 果物とも異な るものが ある。
鮮魚 貝流通形態をわける第2の 標準 は,集 荷圏,出 荷圏 とい う流通圏の視点で ある。 この場合流れをきめる
最 大の要件 は地理的距離で ある。鮮度性商品 とい う特性 は近距離 への水揚 げと最短距離 への販売 とい う短絡流
通圏を形 づ くる。現在 でも漁場か らの生産者直送や水揚 げ後の行商などは魚価水準 に左右 され るとはいえ地理
的距離 か らくる流通圏形成 の代表例 として残存 している。
然 しと くに40年代 に入 ってか らの交通体系 の整備や輸送手段の高度化は,地 理的距離を克服 して時間的要素
を軸に した輸送 システムによる流通圏形成を可能 にしている。海上輸送 における鮮活魚運搬船 の高速化,陸 上
輸送における トラック,活 魚車,専 用貨車,航 空貨物線 などの整備は,魚 価上昇 とい う背景 に支え られて出荷
圏の拡大 と多様化を うみ出 し,ま た長崎ではなお局地的ではあるが フェリー開通 とコンテナ航路の設定は一層
時間距離 の短縮 と集出荷圏の変化を もた らそうとしている。
とはいえ このような時 闇距離 による流通圏の変化 も需給 関係や食生活の結果 と しての価格 を軸 とした流通圏
形成の枠内でのことである。40年 代のひきつづ く魚価上昇 は,こ のよ うな時間距離を軸 とした魚貝類輸送体系
の形成の ための投資を可能 に したが,将 来 の生産,輸 送におけるエネルギーを中心 にしたコス トの上昇 は,時
間距離重視に埋没 していた経済距離要件を大 き く前面にお し出して くるであろ う。 したが って今後 はいわゆる



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合訓　382 286 80i　44，265　26，750　21，600 116 94 270
表15　買付業者の用途別貸付資金（比率）
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4．買付商人市場の実態
買付市場における取引は，とくに漁協の体質と相互連関性をもつものであり，また漁協共販の各段階に対応
した買付市場の存在もみられる。以下各浦浜における典型的な買付市場の取引実態をみてみよう。
　（1）対馬における典型的買付商人市場
対馬海区はなお資金供与による買付商人の強力な存在がみられる地帯である。勿論東部を中心にした漁協共
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販事業の進展は，次第に商人市場を縮少させているとはいえ，活魚を軸とした強力な買付またはその転化形態
である特約商人が存在している。
　まずその最も完全なパターンとして対馬西部の仁田漁協をとりあげてみよう。
　仁田漁協は200名の組合員をもつが，資格日数が最少限度の90日ということにみられるように，農業兼業漁
業がその50％をしめている。農業も河川修理の不備も加わって，麦，甘藷耕作はすでに廃止され，米作も現在
は休耕状態にあるという低位生産農業地帯である。
　漁船は動力船が35隻であるが，うち30隻は3トン未満で他の5トン型5隻は46年から買付商人の貸付資金に
よって建造された。無動力船は30隻で30年まではイワシ網船として使用されたが，現在はほとんど使用されて
いないし，従来の農地への人員輸送の役割も現在では不必要の状態である。無動力船をふくめたとしても組合
員の67％は非漁船漁家であり，動力船漁家はわずかに17％にすぎない。この動力化率，大型化率の低さは直接
には信用事業を欠く漁協経営にあるのであるが，その基本的条件は買付商人の資金供与との悪循還にある。
表16仁田漁協の取引形態（S47） （トン）
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※　直送は生産者による直接販売である
　組合員の主漁業はイカ釣とヨコ
ワ釣が大半であるが，漁業種類別
取引形態は表16のとおりである。
総水揚量は39年210トン，44年84
トン，47年73トンと急速に減少し
ている。現在イカ釣はケンサキ，
マイカ漁期は西沖漁場であるが，
冬イカは5トン型だけが東岸の比
田勝，佐賀に出漁水揚し，他の漁
家はアワビ，サザエ採りや椎たけ
栽培に従事している。
　ヨコワ曳は規制水域内操業であるが，全量を伊奈，鹿見漁協に水揚している。またその他の漁業はブリ飼付
1統で47年まで組合員が操業していたが，現在は鹿見漁協組合員が員外行使をしている。このように漁港施設
の不備もあるが漁場関係からも仁田漁協が水揚基地となっていない。
表17仁田漁協における買付状況 （トン）
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　したがって取引形態は実質的には全量が直接商人資本に委ねられている。県資料によると漁協経由の特約と
なっているが，その業者は1－2名で組合手数料もほとんどないのが実情である。すなわち買付商人との関連
はつぎのようである（表17）。
　主要漁業であるイカ釣はブドウイカ，マイカは47年まで，全量加工してスルメ買付商人に販売している。
取引漁業者は地元外の1商店が大半を買いとっている。48年には1商店が生イカ換算で暑をスルメとして買付
し，他は鮮魚売りとして同じく地元外のJ商店が浜買付して福岡に出荷している。1商店の場合特約商人とし
て3％の組合手数料を納入することになっているが，実態はその基準は守られず2％が多く，とくに漁協では
その基礎となる買付量の把握が困難なようである。いずれにしても入札制によって期間建値を行ない，敷札的
値支えによって漁協が価格決定に強力に介入しうるという特約取引の性格はみらないで，従来の買付商人が形
式的な漁協手数料（協力料地）納入によって特約商人と表示されているにすぎない。
　冬イカはさきにのべたように東岸部漁協に水揚し自家加工するのであるから漁協とは全く関係がない。
　またヨコワは47年は鹿見漁協に48年は伊奈漁協に水揚されて地元外F商店に買付けられているからこれも漁
協とは無関係である。表17では47年忌特約として買付けられているが部分的な表示であろうか。
　またブリ飼付は漁場が南部水域である関係と戻り荷の便から福岡に活魚直送されているが，これは割引手数
料（というよりも行使料の実態である）が納入されている。
　スルメと並んで買付商人の対象であるアワビ，サザエは現在では芦辺のF商店に独占的に買付けられてい
る。これも表17では特約と表示されているが，実態は漁協とは無関係で，業者と組合員が1－3月間の通し値
を定め，前渡金が交付され，買付業者の地元生命から70トン型込魚船で阪神市場に出荷されている。
　唯一の実質的特約取引はヒジキで，厳原のK商店と豊のL商店が入札に参加し47年はK商店が落札してい
る。この場合は漁協手数量が3％納入されている。
　以上買付市場の典型的な形で存在しているものの事例として対馬仁田漁協の実態をのべたが，そこではヒジ
キを除いては建前はともかく，ほとど全量が島内業者と芦辺船団の買付市場として存続している。その条件は
基本的には小規模漁家による低生産力地帯という点にあり，さらに最近の農業生産力の後退が一層その存続を
強化している。したがって漁協信用経済事業の展開のないなかで買付商人資金によって一部漁家の漁船大型化
がはかられている。
　イカ釣では大型化以前は1商店によって1戸30万円の仕込みがなされていたが，現在では5トン型漁家のみ
が50－100万円の建造資金融資によって買付商人との商品取引を行なっている。またアワビ，サザエ取引に前
渡金が交付されていることも，信用事業を欠いた漁協の場合は決定的な市場形成条件である。
　仁田漁協に隣接しこの地帯の経済圏の中心である佐須奈漁協は，のちにふれるように漁協共販化に努力しな
がらも，なお特約商人市場にとどまっている地帯であるが，ここでは漁協漁場規制の行なわれないアワビ，サ
ザエその他の魚種について買付市場が存続している。ブリ定置を除いた47年水揚約500トンのうち買付は33ト
ンであるが，芦辺の買付船団3隻を中心に，1年契約，2ケ月通し値，漁期末決済の条件で買付けられてい
る。ここでもその存続条件は買付商人による資金供与であり，44年で11戸に110万円が貸付けられている。
　仁田漁協に典型的にみられたスルメ買付は，加工原魚買付としても対馬の有力な買付市場であることは周知
のとおりである。大型合併漁協として著名な厳原漁協においては，港湾未整備の関連もあって地元外イカ釣漁
船の搬入イカもふくめて地元加工業者による直接買付が根強く存続している。
　県資料によれば，39年地元買付業者3人，買付量45トン，44年が4人，62トンが，47年には13人，558トン
と水揚量の10％に急増している。対馬における加工血症買付の根強さがこの事例からもうかがわれる。また地
元業者のほかに厳原では鴨居瀬と並んで有力な島内買付加工地帯である比田勝の業者も1名加わっている。勿
論その経済的条件は仕込資金である。39年9戸計60．5万円であったが，47年には漁船，漁具資金で60戸計
1，100万円（1．戸当り18万円強）に増加している。
　　こうした原料イカ，スルメ，アワビ，サザエは，とくに中対馬地帯の活魚と並んで対馬買付市場の主要な対
象であったが，反面例えば東海漁協でみられるように近代化資金制度によって資金的拘束から脱して買付市場
が消滅した地帯も多い。東海漁協では，44年に浜買付によるスルメや原料イカが44トン買付けられていたが，
47年には皆無となっている。そして原料イカは一応特約集荷に切替えられた。
90 青塚：買付商人市場の動向
　　②　有明海海区における広域集荷型買付商人市場
県南部における典型的な買付市場としては有明海海区をあげることができる。同海区をふくめた低生産力地
帯である県南部地帯でも，多くの従来の買付商人資本が特約商人化して漁協との共存をはかっているのである
が，有明海海区ではここにあげる湯江漁協をはじめ多比良，大三束や島原市内3漁協さらに南部の口之津漁協
など9漁協が全量または若千の生産者直送を除いた鮮魚貝を買付市場に委ねている。全量買付市場という点で
は漁協数，買付量でも県内の筆頭である（47年，有明海海区の買付量は27．8％，買付金額は27．7％をしめてい
る）。
　また旧買付市場が特約市場に変わったとはいえ本質的にほとんど変わらない近接の泉水海海区をふくめる
と，島原半島から諌早市にいたる有明海地帯は強力な商人資本市場が存続している地帯といってよい。この条
件は種々考えられるが，基本的には低生産力漁家地帯であるという他地域との共通項極）ほがに，．摘人市場存立
の条件である地理的距離が存在，しないこの地帯では，釣，小型底曳，カゴ漁業という技術的漁場競争が生産者
の協同化を阻止していることも見逃せない。そしてさらに注目してよいのは，買付資本の経営規模拡大でみた
とおり，有明海海区は大型買付資本を形成している地帯であり，しかもその集荷流通圏が広域化していること
である。
　以下湯江漁協について全量買付市場の取引実態をみてみよう。
　湯江漁協は漁家が8種の漁具を所有していることにみられるように，周年各種漁業を組合わせて操業する内
湾性漁業地帯である。主要漁業は，タコツボ（イイダコ），カニ篭（タイラガニ），イカ篭（コウイカ）で，
全組合員の70－85％がこの3種類の漁業を営む典型的なタコツボ，カゴ漁業地帯である。このほか待網，バイ
カゴ，刺網，アナゴカゴなどの雑漁業が行なわれている。
　生産力は39年499トン，44年254トンと低下し，47年には162トンに激減しているが，従来の五島，松島など
への出漁停止が大きくひびいている。
　取引形態は若干の生産者直送を除いては全面的な地元買付商人の買取りで，漁協は実務は勿論価格形成にも
全然関与していない。ただ販売手数料は規定の2％が実際は1％以下で納入されている。
表18　湯江漁協における買付業者の出荷圏 （トン）
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　県資料（表18）による買付記入取扱量は，47年162トン，5，800万円で，かつM商店とN商店とで全量集荷し
ている。然しのちにM商店の例にみるように集荷圏は広汎で漁連のノリ指定商社でもあり，N商店も長崎魚市
の入札権をもちかつ地元出荷圏は行商を通して南高北部一円に及んでいる。取扱量からすれば，M商店は県内
有数の大型買付資本であり，またN商店も広域買付業者に数えられよう。ともに大半が県外出荷とくに阪神方
面向の比重が増加している。以下M商店に例をとってその買付活動をのべてみる。
　まず集荷圏は加津佐，島原，湯江を中心にした南高地区が30％，牛深（タコ，イセエビ，フグ）20％，新星
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鹿，鷹島（岩ダコ）10％，五島若松（瀬戸漁協出漁船の岩ダコ）10％，大分（椎田漁協のキヌ貝，エビ）20％：
である。地元を合してもタコが主品目であり，カニ，イカがこれについでいる。年聞販売額は魚貝wa　7－8
億，ほかにノリ1億と推定される。
　このように県内商人資本としては上位にランクされる条件は，広域集荷を可能ならしめる流通施設とその基
礎となった地元水揚の全量的買付にある。主要施設はトラック4トン2台，2トン5台，製氷日産3．5トン，
冷凍能力225トン，ほかに冷蔵能力145トン，荷捌所40坪という有力な流通施設をもち，現在さらに冷凍機3
基，冷蔵保管能力400トンを増設している。輸送施設は7台の自家用トラックが基幹で大量の場合は営i業車を
チャーターするが，1日5台年間1，500台を回転させている。
　次に仕向先と輸送方法をのべておこう。まず魚種別にみると，クルマエビは東京60％，大阪40％仕向で，フ
ェリー経由板付からの航空輸送である。シバエビは全量東京向でフライ，支那料理用である。大阪では薄色の
ため売れないという。輸送は40K樽（容量15K）で長崎から冷蔵貨車で発送している。
　またイイダコは大阪80％のほか北九州（飯塚方面消費向）に20％をシバエビと同一方法で輸送している。岩
ダコは瀬戸，星鹿から水槽タンクでトラック搬入しているが，出荷は煮上げたのち10K木函詰でフェリー経由
トラック輸送している。仕向地は東京80％，大阪20％である。イカはコウイカ，マイカであるが，5K函でフ
ェリー経由トラック輸送する。仕向地はコウイカは大阪，北九州が各40％で20％が東京，マイカは刺身用にな
らないため熊本，北九州，岡山向である。
　タイラギ貝柱は冷凍保管しておき発同時に解凍，函詰めでフェリー経由トラック輸送である。仕向地は東京
30％，大阪40％のほか北九州に向けている。なお小型心柱は島原大洋食品などの缶詰原料である。特産品のワ
タリガニは島原市内消費向70％と多く，店舗30％，旅館70％の割で出荷している。残り30％は大牟田魚市向で
ある。カニは47年以来韓国からの活ガニ輸入が増加しているが，低価格のため手取りが送り物で50％にしかな
らず地元消費に向けている。
　以上のうち有明フェリー経由のトラック輸送は，すべて下関で貨車積されている。これはトビウオ号の場合
翌々日売りであるが，フェリー飯塚一下関一東京のコースでは翌日売りとなるからである。また航空輸送では
大村が有利である。その理由は板付送りとは約4時間の差がありセリ価格で20％の差があるからという。
　次に買付価格は阪神送りの場合阪神相場の30％下げが基準となっている。反面，周辺出荷の場合例えば島
原，大牟田送りは10％下げが普通で，ときに阪神向とは40％の格差がある。一応阪神向直送が相当量であるか
ら周辺消費地送り物は低価格買付であることが推定される。ただしこの場合，対馬やのちにふれる島原市個人
市場と異なり前貸金という集荷条件を欠いていることが注目される。
　このような長期にわたる寡占的買付市場は，生産者サイドでみる限り多くの問題点をかかえているといえ
る。またこれを買付資本サイドで考えれば，地元水揚の減少を広域集荷で補足することから次第に独自の成長
路線をたどり，地元漁協をのり越えた広域買付資本に成長したといえる。
　こうした広域集荷型買付商人の他の事例としては島原市の活魚専門のF水産をあげることができる。深江出
身の同社は島原市に小売商を開設すると同時に，有明海各漁協での買付を基礎に次第にその集荷圏を拡大して
いる。現在の買付範囲はつぎのように広域におよんでいる。有明海では布津（タイ，ヒラメ，オコゼ），五言
　（トラフグ），西有家（クルマエビ）・さらに口之津・富岡，三江，五所ケ浦（フグ，クルマエビ，タイ，ヒ
ラメ，オコゼ，メダカ，カレイ）の活魚や，壱岐石田（タイ），平戸宮ノ浦，中野（オコゼ，タイ，ヒラ
メ），鹿児島坊津（タイ）からも集荷している。また45年からは年末の地元消費用に新星鹿，鹿児島，千々
石，牛深の養殖ハマチも買付けしている。とくに鹿児島坊津のタイは買付先に生篭を設置し航空輸送を行なっ
ている。
　取扱量は90％が活魚で・集出荷用輸送施設としては活魚船（8トン，11トン）2隻，活魚車（5トン；2ト
ン）3台をもち・集荷は活魚船で40％・トラックで60％の比率で行なわれている。買付方法は一般の買付業者
と同様に，それぞれ地元の浜仲買業者に5％の手数料を支払って集荷させている。
　消費地への輸送方法はオコゼ・タイ・ヒラメは活魚車でその他は〆めて送る。生篭の保管期間はヒラメは20
日一1ケ月，タイは4－5日である。
　輸送手段は・ヒラメ・オコゼ・タイはフェリー経由の活魚車輸送で，ベラ，タチ，コチは5－10K入函で長
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崎からの貨車送りである。航空便のクルマエビ，フグは，10K入ケースでフェリー経由板付の日本空輸便を利
用している。仕向先は関西が多く，70％が大阪大水送りのタイ，ヒラメ，オコゼ，クルマエビ，ハモ，メダカ
カレイである。その他は東京（イカ，オコゼ，クルマエビ），名古屋（柳町市場向ヒラメ，タイ），姫路であ
る。地元消費は金額では5％程度で，アラカブ，タイ，イカ，クサビ，モチ，グチのうちの小型雑魚である。
　有明海海区には以上のほかに，島原，口之津，深江などの有明海の活鮮魚を対象とした地元買付商人が，布
津，深江，島崎，西有家，口之津，天草を対象に活動している。漁協魚市場の場合は有力仲買商人を浜仲買と
し，その他は直接または浜仲買を介在させて集荷している。このほか島原市，西有家などの有力小売商が直接
買付をしている事例も多い。
　さらに最：近の傾向としては，地元水揚とくに高級魚が活魚出荷として本土消費地市場に輸送されることも加
わって，半島の都市，農村部を対象とした地元消費向に長崎，福岡魚市からの，アジ，サバ搬入や県外からの
スリ身，冷凍魚の流入も増加している。このため一般食品商社を加えて大型買付商人を軸とした島原半島一円
の行商組織が作られている。いわば有明海海区の買付市場の発展は，本土市場への出荷増大と，南高農村部購
買層に支えられた組織的な行商集団を媒介として次第に地元消費の規模をも拡大している。
　ところでこのような有明海海区における買付市場のなかできわめて特異な存在として買付商人経営のいわゆ
る個人魚市場が存在する。現在島原半島では島原市のa水産，b商店，　c鮮魚の3市場，南有馬のd，ロ之津
のe魚市場の計5問屋魚市場が数えられる。その実態を島原市に例をとってみよう。
　　㈲　魚市場併設の買付商人市場
　島原市には問屋魚市場が3市場存在するが，うち2市場は戦前からの魚商であり他の1市場は戦後に営業を
開始した。県魚市場条例による市場認可は33年であるが，買付商人がその本業である買付業務の外に卸売魚市
場を併設するという変則的な形をとっている買付市場である。とくにa水産は南高一帯の集荷圏を中心に天草
海区にも拡大しておりかつ最近はスリ身搬入もみられる。集荷方法は漁協市場への入札参加（堂下，深江漁協）
または指定浜仲買による買付（天草），および生産者の持込品である。
　表19によって47年の取扱規模をみると，3市場で1，619トン，7億7，500万円で，その内活魚は量で25％金額
で40％程度である。3市場の取扱規模は，b商店，　a水産の両氏はほぼ同量であるが，　c商店は地場消費：の小
型雑魚を主としているので取扱量が多い。取扱金額はa水産3．1億，b商店3．2億，　C商店1．4億となっている
が，総売上額では上位2者がそれぞれ7－8億の実質取扱いと推定される。
表19　島原市問屋魚市場の荷捌き状況（S47） （トン）
費
密
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計
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面
。　商　店
活魚　鮮魚　　計
一　696　696
21　18　40
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a　水　産
活魚　鮮魚　　計
111　115　226
115　120　235
226　235　461
b　商　店
活魚　鮮魚　　計
89　100　189
133　101　234
222　201　423
計
活魚　鮮魚　　計
200　911　1．111
269　239　509
469　1，150　1，619
　島原市問屋魚市場では，地元消費分が魚市場として上場取引され，県外出荷（送り）が買付市場である。問
屋魚市場としては送り物を委託物として市場手数料も徴収しているが，各漁協での調査を総合すると実態は買
付による送り物である。すなわちセリ時闇内の雑魚は地元消費分として上場され，搬入をふくめて大型魚の上
級魚は，セリ時間内もふくめて地元仲買にたいしては相対売りであるが，大部分は出荷に仕向けられている。
　問屋魚市場セリ参加人は各市場とも指定仲買人（小売商）114人，出荷仲買人（買付業者であるa，b，　c）
1人となっており，開設者である卸売人が出荷仲買人を兼ねて転送するという変則の形をとっている。
　上場物は手数料3％で，常時セリに参加するのは登録者のうち各市場それぞれ40－50人の小売商，行商で，
市内のほか深江，大三束からも参加している。島原市にはこの3問屋魚市場のほか独自に県外出荷と魚市場開
設を行なっている島原市漁協があるから，全体で140－150人の地元参加人が同一セリ時間に4市場に重複また
は分散して参加する形となっている。
　セリ時間は6－8時で以後は水揚も散発的であり相対売りとなっている。然しこの場合の相対売りは生産者
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との相対ではなく，とくに上物は個人魚市場が買付品を相対売買する形である。セリ方法は1．5：K入の小灯で
グチ，エソ，タコ，小エビなどの小型雑魚を一括してせるのが通例であるが，タイなどの上紙魚は魚種による
等級別セリである。
　したがって買付魚はセリ前後を通じて上級魚ということになるが，前述のようにそのうち県外出荷されるも
のも生産者手取金の6％が委託手数料として魚市場に納入されている。この方法は44，5年頃からと推定され
るが漁協側の調査では出荷後の精算はされていない。また島原市中央漁協の場合は48年からさらに2％を上積
みしこれを漁協に還元することになっている。これらのセリ方法などについて生産者側の抵抗もあるが組織的
な形では：表面化していない。
　島原市には現在6漁協が存在するが，このうち島原市漁協は戦後共販活動に進出し，買付商人に対抗する勢
力として大きくのびている。したがってとくに漁船漁業専業の中央，東部，三会3漁協組合員が主として3問
屋魚市場に販売しているのであるが，漁協間の対立も加わって漁協合併による漁協共販事業の拡大や新市場組
織の設立など新しい方向は模索段階にある。
　以上のように主として中央，東部両漁協にみられる全量買付市場の存在条件は，かかって問屋魚市場によっ
て行なわれている貸付金にある。この点は湯江漁協や対馬と異なり，熾烈な問屋間競争とくに島原市漁協との
競合という条件のなかで一層その市場集荷力を維持するための手段となっている。最近島原市漁家は一本釣の
停滞から旧式，刺網漁業への転換を急いでおり，このための漁船建造，機関換装資金需要の増大がとくにこの
条件を有利にしている。
　貸付金は1人50万円（漁家により100万円）までは無担保無利子で返済方法も仕切金天引ではない。50万以
上は問屋魚市場の保証で地元銀行から借入れ，返済は10－15％の水揚金返済となっている。東部漁協例では平
均250万円の貸付額といわれている。またこれらの貸付金総額は1市場当り3，000万とも最高5，000万円にもの
ぼると推定される。
　このような地元消費向セリ市場併設という事情から取扱量に比して買付商人の流通施設はそれほど大きくな
い。とくに保管施設はもたない。3市場ともに活魚船5週目型1隻，トラック2－4台程度でa水産がこのほ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しょ
か2トン保冷車を所有している程度である。むしろここでの特徴は前面の島填利用の生蟹や，とくに最近では
大規模なクルマエビ，活魚用陸上生貧や小型活魚槽を所有していることである。
　次にa水産の例をとって問屋魚市場の県外出荷を検討してみよう。輸送方法は板付経由の航空輸送が70％で
他は長崎経由の長運の冷凍トラック8トン車によっている。航空便は活メ輸送でタイ，エビ，ヒラメ，メイタ
ガレイ，オコゼ，フグ，チヌが多い。
　仕向地は関西30％，名古屋10％，岡山広島で10％と50％が関西向であり，中国，東京は10％と少なく，ほか
に北九州20％，地元消費が20％である。いずれにしても個入魚市場の出荷買付商人としての性格を物語ってい
るといえよう。
　以上島原市における買付市場は「問屋魚市場」としての代表的な形をしめしているが，これを小型化したも
のに南有馬のd魚市場，ロ之津のe魚市場がある。例えばd魚市場は47年取扱量が46アトン，7，800万円，この
うちセリ人参加の地元消費は30％，残り70％が地元外出荷となっている。然し島原市と異なり農村部を中心と
した消費市場の性格をもち，47年の県外出荷は10％程度である。また46アトンの上場物のうち318トンが長崎魚
市からのアジ，サバ搬入で，その他が南串山からのイワシ，大矢野のべラであることも地場消費市場としての
性格を物語っている。
　南有馬漁協との関連は，組合員のうちd魚市場に出荷するのは10％程度の775万円とみられ，貸付金も漁船
建造資金などで計200万円程度である。県外出荷分は大半が広島，岡山で漁協出荷よりも10－20％高値であ
る。取引方法はほとんど指定仲買との示談取引で手数料は7％である。このように買付商人開設市場として島
原市問屋魚市場の小型版であるとはいえ，農村部を中心とした地場消費型市場としての特徴をもっている。
　　（4）後退する大村湾地区の買付商人市場
　以上の対馬，南高における強力な買付市場と異なり，上場，共販などの漁協市場が展開されるなかで，なお
低生産力地艦であるために買付市場が残存する事例として，大村市，西彼両漁協の例をあげておこう。
　大村市漁協は漁協出荷の展開と漁協魚市場の急速な後退の過程にあるが，なお出荷仲買商人による買付が47
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年で28％にも及んでいる漁協である。大村市漁協における買付市場は39年が4人の地元業者によって277ト
ン，44年が2人で210トン，47年は3人で132トン（400万円）と，経営規模が次第に縮少傾向にある。中心は
X水産で地元上場仲買商人を兼ねるほか大村東部漁協の上場仲買としても参加し，また千綿の底曳物，ナマ
コ，伊木力，村松のナマコ，モズクを買付けている。然し商人市場は急速に後退傾向にあり，1人当り取扱量
も少ない。なお48年にはさらにX水産ほか1名に減少し，地元買付もコノシロ，ボラの大量水揚の場合や漁協
出荷以後の水揚物などを親族，知入を中心に買付けしているにすぎない。
　西彼漁協は佐世保市に近接した近郊型漁協として生産者による直送形態が支配的であったが，最近漁協出荷
の展開をみせている。買付市場はなお47年で20％に及んでいる。買付対象はモズクの一部，ワタリガニ，ナマ
コなどの特産的水揚と亀岳の定置の一部である。買付商人は川棚，大村，多良見の業者で，このうちカニ，ナ
マコは州棚漁協魚市場に輸送上場され佐賀県内に販売されている。
　このほか針子，相浦，瀬川と同じくカツオ活餌としてのタレ買付があるが，これは特殊市場としてのちに一
括してふれる。また買付市場というよりも生産者の直接販売形態としての定置，底曳，一本釣の稚ダイ市場が
ある。
　　（5）仲買商人による買付市場
　千々石湾に面する茂木漁協は上場漁協の性格をもっている。したがって都市近郊型漁協として上場取引を主
体とする仲買商人市場と生産者直送が大きな柱であり，ただ有力な漁船漁業地帯としての生産力の高さが県外
出荷仲買商入を育成した。したがって，買付市場としては，39年が5人で水揚量の3，9％，44年半3人で4．4％
となっているが47年は皆無といわれている。
　然し実態としては有力仲買商人であるY商店を中心に数名の地元仲買商人が同時に買付を行なっており，買
付量は47年の水揚1，635トンのうち約12％前後に増加していると推定される。ここでは茂木漁協が強力な漁協
統制品目を定めて組合員に上場を強制しており，それから洩れた小型魚が直送または買付の対象となるのであ
るが，統制魚の大・中型魚もいわゆる「ヤミ売り」されているとみられる。この買付魚はその魚種から大半は
茂木または長崎中心部の小売商に販売される。然しエソ・グチ・モチなど上場と競合する魚種については，例
えば前日の漁協落札価格を上廻って値ぎめし買付けるという事例も推察され問題点の一つとなっている。
　このように茂木漁協における買付市場は，形式的には強力な漁協統制のもとで例外的形態として残存してい
る。然し対馬，南高のような買付専業商人ではなく，集散地市場や都市近郊の漁協魚市場にみられる上場仲買
商人による買付であり，しかも大村湾の漁協魚市場と異なり高い生産力地帯の茂木漁協であるから，漁協魚市
場における集荷と合体して強力な商人集荷市場となっている。この分析は別稿の漁協魚市場の項でとりあげよ
う。
　以上各海区買付市場の特徴を中心にその実態をのべたが，この外の買付市場としては対馬の原料イカ買付に
類似したものとして上北，西彼，橘湾各海区の煮干加工業者による買付市場がある。然しこれは一般的な買付
商人市場と異なり，一応は生産者との対抗形態としてよりは共存的性格が強く・いわゆる商人的買叩きもイカ
とは異なり前貸的束縛によるよりも需給不均衡によるものといってよい。したがって中小型巻網を中心とした
煮干原料買付市場は独自の市場構造と課題をもつものといえる。この意味から別稿で特殊市場としてとりあげ
ることとしよう。
（付記）1）本論文は48年に行なった調査にもとずいて49年に執筆したものである。
　　　　2）本論文のうち島原問屋魚市場については別稿「島原水産物流通圏の展開方向」も参照された
　　　　　い。
※　本論文で使用した資料は39，44，47年に実施した長崎県水産部「沿岸鮮魚員流通調査」・一1（よって作成
　　したものである。
